






















































































































































































































係数がある。ジニ係数とは完全平等なら 0，完全不平等なら 1 であり，数値が
大きくなると不平等度が増すとされており，再分配前，再分配後等いくつかの
基準によって比較がなされる。近年の我が国のジニ係数については，厚生労働
省「平成 26 年所得再分配調査報告書」によると，平成 26 年は当初所得の格差









にある。OECD 平均でみたジニ係数は 0.315（2010 年）から 0.318（2014 年）
に達した。これは 1980 年代半ば以降で最高である」としている。日本はこの































































であり，米国 32.7％，イギリス 45.9％，ドイツ 52.5％，スウェーデン 56.0％，
フランス 68.2％となっており（7），相対的にみると「大きな政府」とまでは言え




















































年 4 月に 8％，15 年 10 月に 10％に引き上げるとしたが，10％への引上げは見


















　（ 1 ）　 本稿では，個人間の格差かつ収入（所得）を基本的には取り扱う。
　（ 2 ）　 経済的な格差の解消については，個人間での寄付等による方法も考えられるが
基本的には政府の経済活動によってなされるものと考える。
　（ 3 ）　 小塩隆志『コア・テキスト財政学―第 2 版―』新世社（2016）p. 11。
　（ 4 ）　 小塩前掲注 3，p. 14。
　（ 5 ）　 近年のジニ係数は，平成 14 年 0.4983（再分配後 0.3812），平成 17 年 0.5263（再
分配後 0.3873），平成 20 年の 0.5318（再分配後 0.3758），平成 23 年 0.5536（再
分配後 0.3791），と推移している。
　（ 6 ）　 平成 27 年 10 月により「被用者年金一元化法」が施行されることに伴い厚生年
金保険が私学教職員及び公務員にも適用されることとされた。
　（ 7 ）　 財務省 HP：http://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/condition/a04.htm。
　（ 8 ）　 ただし，現時点において我が国においては国，地方を合わせての公債残高は
1000 兆円以上あり，その償還を考えれば，「高負担，低福祉」という状況も考
える必要はある。




























































































て大阪市（1919 年），京都市（1920 年），東京市（1921 年）で公立託児所が設
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と社会保障）」『季刊社会保障研究』（Vol. 44, No. 1）（通号 180）4-18 頁。
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